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回次
第９期

第２四半期累計期間
第８期

会計期間
自2022年６月１日
至2022年11月30日

自2021年６月１日
至2022年５月31日

売上高 （千円） 443,121 709,387

経常利益 （千円） 103,827 62,355

四半期（当期）純利益 （千円） 68,723 54,410

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 32,476 32,476

発行済株式総数 （株） 4,886,000 4,886,000

純資産額 （千円） 168,897 100,173

総資産額 （千円） 703,676 648,869

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 14.07 11.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 24.0 15.4

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 84,103 226,335

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △53,414 －

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △23,328 △55,552

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 457,749 450,388

回次
第９期

第２四半期会計期間

会計期間
自2022年９月１日
至2022年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 7.87

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、第８期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第８期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または有価証券届出書に記載した事業等のリスク

について重要な変更はありません。

ユーザー数

有料会員数

（期末時点）

（注１）

対応タイトル数

2020年５月期末 116.5万人 1.2万人 243

2021年５月期１Q末 126.9万人 1.5万人 266

2021年５月期２Q末 141.7万人 2.0万人 303

2021年５月期３Q末 158.8万人 2.3万人 336

2021年５月期末 179.7万人 3.2万人 380

2022年５月期１Q末 195.8万人 3.3万人 396

2022年５月期２Q末 213.5万人 3.8万人 421

2022年５月期３Q末 233.1万人 4.5万人 476

2022年５月期末 257.6万人 5.7万人 550

2023年５月期１Q末 276.0万人 5.6万人 616

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における総資産につきましては、前会計年度末に比べ54,806千円増加し、703,676千円

となりました。これは主に、無形固定資産が50,035千円増加したことによるものであります。

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債につきましては、前会計年度末と比べ13,916千円減少し、534,778千円

となりました。これは主に、未払法人税等が21,010千円増加した一方で、長期借入金が23,384千円減少、買掛金が

12,127千円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産につきましては、前会計年度末と比べ68,723千円増加し、168,897千

円となりました。これは主に、四半期純利益68,723千円によるものであります。

(2）経営成績の状況

　当第２四半期会計期間につきましては、abceedのサービス改善と販売拡大に注力し、一般ユーザー、法人等の有

料会員数の獲得を図ってまいりました。第２四半期末時点において、有料会員数は6.1万人となっており、前会計

年度末時点から増加しております。第２四半期会計期間中は、2022年10月に実施した一般ユーザー向けのProプラ

ン半額キャンペーンによる新規の有料会員数の獲得が好調であったこと、企業・大学等の法人向けの導入が拡大し

たことなどの要因により、概ね計画通りの有料会員数を確保しております。法人向けについては、企業・大学等向

けの営業体制を強化したことが奏功し、前会計年度末時点から累計導入数を伸ばし、第２四半期末時点で累計241

件まで伸長しております。中学校・高校では現場での活用が定着しており、学校現場からの要望、フィードバック

等を踏まえてサービス改善を図りつつ、2023年４月からの新規導入及び既存利用校の更新を目指して、提携先の教

科書出版社と協働して、販売の拡大とフォローアップを図っております。abceedのサービス改善においては、ユー

ザビリティの向上に資する機能改善や品質の向上に取り組んだほか、当社の解説・講義動画コンテンツや当社独自

のTOEIC®模擬試験や単語帳などのオリジナルコンテンツの開発に注力いたしました。さらなる多様な、他分野のコ

ンテンツに対応するべく、コンテンツホルダーとの協議を進めるなどの取組みを実施してまいりました。

　このような状況のなか、当第２四半期累計期間の業績は、売上高443,121千円、営業利益104,523千円、経常利益

103,827千円、四半期純利益68,723千円となりました。
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ユーザー数

有料会員数

（期末時点）

（注１）

対応タイトル数

2023年５月期２Q末 295.3万人 6.1万人 636

導入法人数

期中利用数

（注２）

累計

導入数

2020年５月期末 ４件 ４件

2021年５月期末 74件 75件

2022年５月期末 177件 203件

2023年５月期２Q末 170件 241件

（注１）有料会員数に関する季節性要因を補足いたします。１Qは、４Qにおける４月に実施するProプラン割引

キャンペーンによる大幅増による反動減、英語学習者の学習意欲等の変動による年間を通じた閑散期で

あることを要因として増加幅は相対的に少ない、もしくは若干の減少となる傾向にあります。４Qは例

年４月に一般個人向けのProプラン割引キャンペーンを実施するため大幅に会員数を増加させる傾向に

あり、加えて学校（中学校・高校）における新年度の新規会員数が追加されます。

（注２）期中に有料で利用された法人数を記載しております。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前会計年度末に比べ

て7,361千円増加し、457,749千円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は84,103千円となりました。これは主に、税引前当期純利益103,827千円によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は53,414千円となりました。これは、無形固定資産の取得による支出52,323千円に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は23,328千円となりました。これは、長期借入金の返済による支出23,328千円によ

るものであります。

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当第２四半期累計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重要な変更はありませ

ん。

(5）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が認識する優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(7）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針について重要な変更はありません。

(8）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年１月　日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,886,000 4,886,000
東京証券取引所

（グロース）

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら制限の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。

また、単元株式数は

100株であります。

計 4,886,000 4,886,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年６月1日～

2022年11月30日
－ 4,886,000 － 32,476 － 30,476

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

幾嶋　研三郎 東京都港区 4,000,000 81.87

NVCC8号投資事業有限責任組合 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 446,000 9.13

上赤　一馬 東京都港区 320,000 6.55

株式会社としすみ 東京都渋谷区渋谷３丁目１０－５ 96,000 1.96

株式会社SEKAISHA 東京都渋谷区渋谷３丁目１０－５ 24,000 0.49

計 － 4,886,000 100.00

（５）【大株主の状況】

2022年11月30日現在

2022年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　4,886,000 48,860

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式です。なお、単元

株式数は100株です。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 4,886,000 － －

総株主の議決権 － 48,860 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2022年９月１日から2022年11月30日

まで）及び第２四半期累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、太陽有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2022年５月31日）

当第２四半期会計期間
（2022年11月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 450,388 457,749

売掛金 104,638 101,041

前払費用 68,308 67,691

その他 0 244

流動資産合計 623,335 626,727

固定資産

有形固定資産

建物附属設備 19,133 19,133

工具、器具及び備品 4,833 5,924

減価償却累計額 △7,893 △9,326

有形固定資産合計 16,072 15,730

無形固定資産

ソフトウエア － 45,586

ソフトウエア仮勘定 － 4,448

無形固定資産合計 － 50,035

投資その他の資産

出資金 50 50

敷金及び保証金 1,200 1,200

長期前払費用 186 32

繰延税金資産 8,024 9,899

投資その他の資産合計 9,461 11,182

固定資産合計 25,533 76,948

資産合計 648,869 703,676

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度
（2022年５月31日）

当第２四半期会計期間
（2022年11月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 65,571 53,443

未払金 21,597 15,040

未払費用 8,667 9,834

１年内返済予定の長期借入金 46,656 46,712

契約負債 321,360 329,223

賞与引当金 14,675 19,002

未払消費税等 18,556 11,897

未払法人税等 15,968 36,978

その他 1,061 1,449

流動負債合計 514,115 523,582

固定負債

長期借入金 30,030 6,646

資産除去債務 4,550 4,550

固定負債合計 34,580 11,196

負債合計 548,695 534,778

純資産の部

株主資本

資本金 32,476 32,476

資本剰余金

資本準備金 30,476 30,476

資本剰余金合計 30,476 30,476

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 37,221 105,945

利益剰余金合計 37,221 105,945

株主資本合計 100,173 168,897

純資産合計 100,173 168,897

負債純資産合計 648,869 703,676
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2022年６月１日

至　2022年11月30日）

売上高 443,121

売上原価 230,654

売上総利益 212,467

販売費及び一般管理費 ※ 107,943

営業利益 104,523

営業外収益

受取利息 2

受取配当金 0

営業外収益合計 2

営業外費用

支払利息 434

支払手数料 154

雑損失 110

営業外費用合計 698

経常利益 103,827

税引前四半期純利益 103,827

法人税等 35,103

四半期純利益 68,723

（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自　2022年６月１日

至　2022年11月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 103,827

減価償却費 3,720

受取利息及び受取配当金 △2

支払利息 434

営業債権の増減額（△は増加） 3,596

仕入債務の増減額（△は減少） △12,127

その他の流動資産の増減額（△は増加） 526

その他の流動負債の増減額（△は減少） 528

小計 100,504

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △434

法人税等の支払額 △15,968

営業活動によるキャッシュ・フロー 84,103

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,091

無形固定資産の取得による支出 △52,323

投資活動によるキャッシュ・フロー △53,414

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △23,328

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,328

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,361

現金及び現金同等物の期首残高 450,388

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 457,749

（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

- 14 -



【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

当第２四半期累計期間
（自2022年６月１日
至2022年11月30日）

給与手当 25,667千円

役員報酬 16,470

支払報酬料 12,155

広告宣伝費 11,174

賞与 7,586

減価償却費 1,432

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
（自2022年６月１日
至2022年11月30日）

現金及び預金勘定 457,749千円

現金及び現金同等物 457,749

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。
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（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自　2022年６月１日  至　2022年11月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

　当社の事業は教育サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。
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（単位：千円）

当事業年度
（自　2021年６月１日

　　至　2022年11月30日）

一時点で移転されるサービス 27,992

一定の期間にわたり移転されるサービス 415,129

顧客との契約から生じる収益 443,121

外部顧客への売上高 443,121

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間
（自2022年６月１日
至2022年11月30日）

１株当たり四半期純利益 14円07銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 68,723

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 68,723

普通株式の期中平均株式数（株） 4,886,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）１．在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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